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2024年度事業報告書 

 

基本方針 

 2020 年度から中期目標・中計計画に基づく大学運営がスタートし、本年度（2024年度）で終了す

る。2024 年度後半における本学の達成状況を把握することでこの 5年間の中期目標・中期計画の達

成状況を把握するとともに、2025年度からの新たな中期目標・中期計画を進めていくうえでの基本資

料として活用する。尚、継続検討事項は 2025年度からの次期中期目標・中期計画に引き継がれ、こ

の 5年間で新たに浮上してきた諸課題とともに対応していく。 

 

A．教育理念を実質化するための内部質保証体制の確立 

 本学における教育の内部質保証の基本は、その理念に基づき育成すべき学生像を明確化するとと

もに、大学における教育研究活動によってそれを実際に成し遂げていることを、客観的なデータに照

らして確認、保証することである。 

（１）理念・目的の確認と共有 

１）教育理念、グランドデザイン、３つのポリシー等、本学の基本方針の構造的関係の体系化と明確

化（Ａ-(1)-1)） 

本件は、2023年度以降、本学の基本方針の全学的共有の促進と外部への発信強化（A－

(１)-２）と連動しながら進める。 

  

２）本学の基本方針（教育理念、グランドデザイン、ポリシー等）の全学的共有の促進と外部への発信

強化（Ａ-(1)-2)） 

本学のディプロマ・ポリシーの記載は複雑であり、教学マネジメントの機能強化の観点も

考慮し見直していく必要がある。将来構想・評価委員会及び大学院将来構想・評価委員会で

の議論を進め、全学的なディプロマ・ポリシーの記述方法の見直しを行う。また、各種基本

方針間の整合性を確認した上で、全学的に共有するための研修会を企画する。 

初代学長マザー・ブリットの「3つの Be」をインデックスとしてディプロマ・ポリシーの

説明、記述の方法を整え、教授会等を通して全学的に共有を行った。本目標は達成された。 

 

３）大学ならびに設立母体の歴史についての調査研究の推進とアーカイブズの整備（Ａ-(1)-3)） 

創立 75周年記念事業を契機として、大学ならびに設立母体聖心会の歴史に関する情報収集、史資

料の収集・整理、および学内外発信のためのコンテンツ作成を進めるとともに、それらを保存・常設展

示するための環境を整備する。 

本目標に関しては管理部総務課およびキリスト教文化研究所等において方針が定まり事業

が進行しているが、創立 75周年事業を契機に収集・整理された資料は、創立 75周年事業へ

の対応（H-(1)-1)）に統合し、他の関連プロジェクトと有機的に連携させながら、新しい聖

心女子大学の歴史を刻むための資源として活用していく。 

 計画通り史資料の整理編纂等作業の形式を整え標準化を進めている。BE＊hive常設展示と

の連携を打合せ実施し、史資料展示の効果的な活用を企画していく。キリスト教文化研究所
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における岩下壮一関連資料事業も調査等に着手した。今後は各部署でのルーティン業務とし

て継続する環境が整い、本目標は達成されたと考えられる。 

 

（２）内部質保証体制の確立 

１）内部質保証体制の確立と運用実績の蓄積（Ａ-(2)-1)） 

点検・評価活動の総括と学長への提言を行う機関として全学評価委員会の役割を強化する。併せ

て、教育・研究の実行組織としての教授会、大学院委員会および各種委員会との関連性を明確化し、

学長をトップとしたガバナンス体制を整える。 

各種委員会に委員会での大学の中期目標、中期計画および事業計画に関する検討事項及び

その進捗状況報告を全学評価委員会に行うよう依頼し、その資料に基づき各種委員会の活動

状況の点検を行い、学長への提言に活用する。また、外部評価委員会の実施方法について将

来構想・評価委員会及び大学院将来構想・評価委員会にて検討する。 

大学の基本計画の下、2025年度からの中期目標・中期計画を策定した。さらに、それを実

現するための年度行動計画として「2025年度重点事業計画」を策定した。各計画間の整合

性、関連性をさらに明確化する必要はあるが、内部質保証体制の基本は確立された。 

 

２）客観的指標に基づき教育課程の適切性を評価・改善するシステムの整備（Ａ-(2)-2)） 

  3つのポリシーを中心とした教学マネジメントの体制を整え、「学位プログラム」レベルの自己点検・

評価の実施体制を整備する。そのため、新カリキュラムに即した学修成果に係る評価の整備を進め

る。アセスメント・テスト（GPS-Academic）や 2023年度より実施予定の各種調査など多元的な指標を

含んだアセスメント・プランを構築し、関連する諸情報を大学として収集・管理し、活用する仕組みを整

える。 

３つのポリシーを中心とした教学マネジメントの体制を整え、「アセスメント・プラン」 

を確定し、「学位プログラム」レベルでの自己点検・評価の指標を定めた上で、その指標 

に基づき点検・改善を進める仕組みを確立する。 

６月の将来構想・評価委員会において「アセスメント・プラン」が確定した。このことに

より「学位プログラム」レベルでの自己点検・評価の指標が定まった。今後、FD協議会等を

通じて教育・授業改善を進めながら、アセスメント結果を有効に活用する仕組みを整えてい

く。 

 

３）IR（Institutional Research）を活用した大学マネジメント体制の整備（Ａ-(2)-3)） 

経営会議が中心となり、IR情報が内部質保証体制の中で機能する仕組み（IR情報の共有環境の整

備、全学評価委員会等各種委員会における点検・評価資料としての活用等）を整える。また、各委員

会において客観的データに基づいた議論を推奨する。併せて、学内各部署における IR活動を推進す

る。 

経営会議が中心となり、IR情報が内部質保証体制の中で機能する仕組み（全学評価委員会

等各種委員会における点検・評価資料としての活用等）を整える。また、各種委員会におい

て客観的データに基づいた議論を推奨する。 

IR推進室が進めてきた分散型 IRの仕組みが整ったことから、同室は発展的に解消すること 
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になった。今後、経営会議、全学評価委員会を中心に、IR情報を有効に活用していく。 

 

（３）評価機関（認証評価機関）による第三者評価（認証評価）への対応  

１）大学基準協会による大学評価（認証評価）受審への対応（Ａ-(3)-1)） 

大学評価（認証評価）受審に必要な準備を進める。また、その作業の中で課題を見出し、2024年度

以降の施策に結びつける。 

大学評価（認証評価）受審終了に伴い、完了。 

 

B．次世代社会を見据えた教育の再構築と教育研究力の向上 

 社会に劇的変化が起き、将来の社会像を見据えることが、ますます難しくなる中、次世代を担う学

生たちが、人間を尊重する確かな価値観を持ち、幅広い知識や柔軟な思考力をもって課題に向き合

える知性を持つことが「現代の教養」として求められている。この方針に基づき、本学の教学カリキュ

ラムを点検し、リベラル・アーツ教育の再構築を進める。 

 

（１）現代教養学部の実質化と大学院の充実 

１）人文学・社会科学・人間科学を統合する総合的な知の探究（B-(1)-1)） 

各学科の専門的な知の探究とともに、「人文学・社会科学・人間科学を統合する総合的な知の探究」

を教育の両輪として次世代社会を見据えた教育の再構築を進める。そのため、2023年度からスター

トする「聖心リベラル・アーツ」科目群を、本学の教育・研究活動の要の一つとして定着させる。また、

学部教育との有機的な関連性を保ちながら、新たな時代に適合する価値を創造し、社会に広くアピー

ルできる大学院の教育・研究のあり方を再検討する。 

聖心リベラル・アーツ科目群がスタートした。今後の運用に関しては現代教養学部の実質 

化を目指したカリキュラム、教育内容、教育方法、評価の整備（B-(1)-2)）で検討する。 

 

２）現代教養学部の実質化を目指したカリキュラム、教育内容、教育方法、評価の整備（B-(1)-2)） 

新たにスタートするカリキュラムについて、各学科において継続して検討を行う。教務委員会におい

て、特に総合現代教養科目の精選と安定した運営体制の確立を目指す。2023年度より必修化する

「AI・データサイエンス基礎」科目について「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度（リテ

ラシーレベル）」を申請し、「認定」を受け、学生に数理・AIデータサイエンスに関する基礎的な知識を

育成する。 

教務委員会を中心に本学の AI・データサイエンス教育の充実化に向けた検討を進める。 

応用基礎レベルの AI・データサイエンスプログラムについては認証要件等を検討し、本年度 

開設することができた。今後、応用基礎レベルの認定を目指すとともに、文理融合型プログ 

ラムの充実を図っていく。尚、カリキュラム、教育内容、教育方法、評価の整備に関して 

は、次期中期目標・中期計画の中で検討、充実化を図っていく。 

 

３）次世代社会を見据えた大学院段階の教育研究の再構築（B-(1)-3)） 

グランドデザイン、中期目標・中期計画のもと、大学院の充実・活性化検討ワーキンググループ（以下

大学院検討 WG）の答申も参考に、本学が培ってきた学術・研究の成果を基に次世代社会の創造に
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貢献できる人物を育成する教育環境を整える。そのため各専攻内で検討を進めつつ、将来構想・評

価委員会等で議論を進め、大学院全体として連携を深める。社会文化学専攻の運営体制について議

論を進め、結論を得る。 

大学院将来構想・評価委員会ならびに大学院委員会にて大学院独自の教員組織のあり方等 

や運用体制についての検討を進める。 

２年に１回、大学院生に実施している「大学院調査」では近年、研究意欲が高まっている 

様子が示されていることからも、学生の期待を踏まえた教育指導体制の充実化を進めてい

く。 

 

４）各学科・専攻におけるポリシーの実質化を促す教育体制の充実（B-(1)-4)） 

「各学科・専攻の「学位プログラム」レベルの自己点検・評価」の体制を整える。アセスメント・プランに

基づき GPS-Academic、卒業論文の評価、授業の成績、および各種学生へのアンケート結果等のデ

ータを活用し、各学科、専攻の３つのポリシー、とりわけディプロマ・ポリシーの達成度を評価する。ま

た、この結果を受け、各学科・専攻のカリキュラムおよび授業運営方法の点検・改善を進め、教育力、

研究力の一層の充実を図る。 

大学全体として「アセスメント・プラン」を決定し、「各学科・専攻の「学位プログラ 

ム」レベルの自己点検・評価」の体制を整える。併せて、教務委員会、大学院専攻代表委員

会で学科・専攻独自の優れた取り組み例を共有化していく。 

各学科・専攻において計画に従った運用が実施されている。学部については「アセスメン 

ト・プラン」の策定が終了した。今後は FD協議会を活用して情報を共有しつつ、各学科にて 

その指標に基づき教育・研究の検討・改善を進めて行く。大学院の「アセスメント・プラ 

ン」については、未着手となっており、次期中期目標・中期計画に引き継がれる。 

 

（２）国際化、情報化への教学的対応 

１）国際化の基本方針の策定と共有（B-(2)-1)） 

国際化に関する将来構想検討ワーキンググループ（以下、国際化検討 WG）の中間報告に基づき、国

際化を推進する。加えて、留学生については、入口としての入試のあり方の検討や受け皿としての卒

業論文の質保証の検討などを進める。 

留学生については個別的に対応を必要とする案件も少なくないが、国際化検討 WGの報告に 

基づき、関連部署が連携しつつ業務を行う体制は整ったことから本中期計画は達成されたと

考えられる。 

 

２）海外の教育研究機関との連携促進（B-(2)-2)） 

コロナ禍によって中断している ASEACCU（The Association for Southeast and East Asian Catholic 

Colleges and Universities）への学生派遣については、幹事校の方針を尊重し参加を検討する。MOU

を締結しているハワイ大学カピオラニ・コミュニティカレッジとの連携を深め、海外教育機関との新規

交換留学協定の締結など、交流機会を拡大していく。 

中断されていた ASEACCUは再開された。また、海外の教育機関との連携も国際連携課を中 

心に順調に進められており、本中期計画は達成されたと考えられる。 
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３）海外留学を希望する学生への支援体制の強化（B-(2)-3)） 

コロナ禍により、海外留学を果たせなかった学生への支援を進めるとともに、長期留学プログラム、

短期留学プログラムの再開と留学希望者のニーズに配慮したあり方を検討し、派遣留学生数の増加

を進める。 

留学プログラムは再開され、国際連携課、国際センターにより円滑に運営されている。本 

中期計画は達成されたと考えられる。 

 

４）外国人留学生への支援体制の強化（B-(2)-4)） 

在籍する外国人留学生が孤立しないよう、関係部署間で情報を共有しながら支援を進める。再開した

外国人留学生の受け入れについて、規制緩和の動きを注視しながら実施し、在校生（日本人）と外国

人留学生との自主的交流を促す。 

外国人留学生の学習面や生活面での適応については、学生生活課が国際センター、1年次セ 

ンター、学生相談室、保健センター等関係部署や所属学科やアカデミック・アドバイザーと

の情報共有を図り、連携して対応にあたる体制を整えている。本中期計画は達成されたと考

えられる。 

 

５）ICT・データサイエンス教育の充実（B-(2)-5)） 

「聖心女子大学 ICTの利活用推進に検する基本方針」を策定した。今後、本件は、2023年度 

以降現代教養学部の実質化（B－(１)-１）の進展に応じて対応する。 

 

（３）資格・免許の取得課程の整備 

１）教職課程・保育士養成課程の整備・充実（B-(3)-1)） 

本中期計画はほぼ達成され、今後、経常的活動として実施していく。必要に応じて、現代

教養学部の実質化（B－(１)-１）の進展にて対応する。 

 

２）公認心理師受験資格を得るためのカリキュラムの安定的な運営の確立（B-(3)-2)） 

本中期計画はほぼ達成され、今後、経常的活動として実施していく必要に応じて、現代教

養学部の実質化（B－(１)-１）及び大学院の充実化構想（B-(1)-3)の進展にて対応する。 

 

C．本学の社会的責任の明確化とその実現 

 本学の教育理念は、一人一人の人間をかけがえのない存在として愛するキリストの聖心（みこころ）

に学び、自ら求めた学業を修め、その成果をもって社会との関わりを深めることにある。学生個人に

留まらず、大学全体が社会との連携を深め、その持てる資源を活用して社会的課題の解決と関わる

ため、次の事業を進める。 

 

（１）社会的責任・社会連携の推進 

１）教育理念における「キリストの精神」の理解とこれに基づく社会的責任（ミッション） 

の明確化（C-(1)-1)） 
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本学の理念的基盤である「キリストの精神」の理解を進めるため、コロナ禍で中断した大学行事や

宗教関連のイベントを再開していく。また、コロナ禍で対面での実施が難しくなっていたボランティア活

動の円滑な再開を目指す。 

社会貢献活動を担う学生・教職員の実態を把握しながら、支援のあり方について検証・検 

討する仕組みを整備する。 

本学の教育理念に基づき、グローバル共生研究所、キリスト教文化研究所、心理教育相談 

所ひまわり等をはじめとして、学内の関連部署の支援のもとでの学生の諸活動なども加わ

り、本学全体として多様な社会貢献・連携活動が実施されてきた。今後は運営体制を整備し

ながら、本学の資源を効率的に活用して社会連携活動を継続させていく。 

 

２）キリスト教教育の使命の再検討と、キリスト教学校等と連携した教育方法の研究開発 

（C-(1)-2)） 

サテライト型の宗教科教員免許課程コースについて、他大学との連携により、プログラムの具体化を

はかる。また、オンライン（オンデマンド）型通信教育による教員免許課程の可能性について情報収集

を進める。 

オンラインでの宗教科教員免許課程の設置について当面は設置を目指さず、カトリック大 

学が連携して運用する「免許法認定公開講座」に講師を派遣することとなった。本学のキリ 

スト教教育の再検討については、現代教養学部の実質化を目指したカリキュラム、教育内 

容、教育方法、評価の整備（B-(1)-2)）や、各学科・専攻におけるポリシーの実質化を促す 

教育体制の充実（B-(1)-4)）の課題とし、将来構想・評価委員会や教務委員会、各学科・専 

攻にて検討していく。 

 

３）グローバルおよびローカルな諸課題（SDGs等）に主体的に関わることのできる実践的な行動力を

持つ人間を育成する教育、研究体制の構築（C-(1)-3)） 

グローバル共生副専攻については、学生のニーズを探りながら、学術的にも質の高いプログラムを

提供する。総合現代教養科目として運営されている研究所提供の科目については、学科開講科目と

の有機的連携を確認し、すでに開講されている科目との重複に関するチェック等、全学的なポリシー

とすり合わせる仕組みを整える。学生による実践活動については、ボランティアコーディネーターなど

を通じて関連する学生団体を交え、具体的な活動に結び付ける。姉妹校との教育連携については、

学内の資源や姉妹校のニーズを踏まえながら継続可能なプログラムづくりを進める。 

現状： 研究所提供の科目については、SDGｓに示される内容のバランスを精査しながら所員会議で

の検討を経て全学的なポリシーとのすり合わせを行っている。SDGsが標榜する変容（トランスフォー

メーション）、すなわち持続可能な未来に向けた価値変容や行動変容が授業や課外活動で具現化し

ている。姉妹校との教育連携については、小林聖心女子学院との連携を継続しているほか、指定校

を含めた一般の高校による展示ワークショップの利用が増えている。 

総合現代教養科目として運営されている研究所提供の科目については、学科開講科目との 

有機的連携を確認しながら進める。また、姉妹校等との教育連携を推進する。 

上記（C-(1)-1)）にも示した通りであるが、グローバルおよびローカルな諸課題に関連し 
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た活動は特にグローバル共生研究所を中心に行ってきた。今後、次期中期目標・中期計画と

も平仄を合わせながら、これまで培ってきたノウハウを活かし持続可能な活動を検討、実施

していく。 

  

４）学外の教育研究機関および企業・団体、地方公共団体等との連携・交流を推進し、教育研活動等

の成果を社会の要請に結び付け、地域社会や国際社会の発展と課題解決に貢献（C-(1)-4)） 

BE＊hiveの運営に関して、グローバル共生研究所単体での取り組みにとどまらず、各学科や他部署

との連携を通じた展示やイベント実施が可能な体制を構築する。 

BE＊hiveに関しては、所員ほか協力者の専門分野を活かした企画展示及び関連イベント等 

を順調に実施しており、コロナ禍で低迷していた来館者数も増加したが、今後の継続的な運

営体制や外部組織との連携に関しては、今後、グローバルおよびローカルな諸課題（SDGs

等）に主体的に関わることのできる実践的な行動力を持つ人間を育成する教育、研究体制の

構築（C-(1)-3)）にて検討する。 

 

５）教職員、学生の倫理観やコンプライアンスに関する意識の醸成（C-(1)-5)） 

本中期目標は、2023年度以降教育研究を活性化するための環境・支援の充実（E-(１)-

5））において対応する。 

 

D．アドミッション・ポリシーに適合した学生の安定的確保 

 本学の教育理念や方針を理解した学生の確保は、ディプロマ・ポリシーに基づく質保証を維持する

上で重要な要件である。また、同時に、大学の経営上、安定的な学生数の確保も極めて重要なテー

マであり、国レベルの大学入試改革が進む中、今後の入試および学生募集の方法に関しては、改め

て検討していく必要がある。また、大学院においては定員を満たしていない専攻があり、大学院の将

来構想と関連付けた充足率の向上に向けた対応を進める。 

 

（１）アドミッション・ポリシーに適合した学生の安定的確保 

１）アドミッション・ポリシーに適合した学生確保と、その適切性を評価するための客観的指標の改善

（D-(1)-1)） 

 本中期目標は達成された。今後は、客観的指標に基づき検証を進める。その成果への評価や対 

応は、入学制度の再構築と大学及び大学院の安定的な定員充足（D-(１)-２））において対応す 

る。 

IRを活用してアドミッション・ポリシーの適切性を評価するために、客観的指標（アセスメント・プラン）

を明確化し、1年次生の学業成績、GPS-Academicの結果のデータを基に、アドミッション・ポリシーに

合致した学生の確保について評価し、入試方法の見直し等に反映させる。さらに、英語４技能資格・

検定試験を利用して入学した学生の追跡調査を継続する。 

入試委員会において、アセスメント・プランに基づきアドミッション・ポリシーの適切性 

について検証を進め、入試方法の改善につなげる。 

 入試関連の諸情報を集計・分析し、学生確保の諸政策に結びつける IRを積極的に取り入 

れ、学生募集方法、入試方法の評価改善につなげている。今後もアセスメント・ポリシーの 
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適切性を確認しつつ、状況の推移を客観的に把握していく。 

 

２）入学制度の再構築と大学及び大学院の安定的な定員充足（D-(1)-2)） 

入試制度、広報活動の両輪を有機的に連携・機能させる体制を整え、本学の教育理念を理解し、アド

ミッション・ポリシーに共感する学生の入学を促すための具体的取り組みを進める。学部については、

ワーキンググループの答申を基に入試委員会にて精査し、入試制度の改革を含めた安定的な定員

充足を目指す。加えて、定員の未充足が続く、編入学試験については定員の見直しについて議論を

するとともに、現行の 2年次編入についても踏み込んだ検討を進める。大学院については、これまで

の教育改革の検討結果として、2023年度入試より収容定員の見直しを行っている。この改革の 1年

目の効果について検証する。また、大学院早期修了学生制度と社会人入学制度の意義を専攻間で

共有し、拡充を進める。 

本年度は、「大学入学共通テスト利用方式」の導入及び総合型選抜(B方式探究プレゼンテ 

ーション型)(仮称)を開始する。また、入試方法の検討とともに、本学の特徴・魅力を伝える

ブランディング広報を充実させることにより、安定的な定員充足を目指す。2023年度入試よ

り大学院収容定員の見直しを行ったため、この改革の効果について検証する。 

探究プレゼンテーション入試や共通テストの導入など、アドミッション・ポリシーに適合 

する学生の定員確保のための入試改革を進めてきた。その他、学生募集の方法等に関しても

情報を分析しつつ改善を進め、厳しい環境の中ではあるが定員の充足を継続している。今後

は次期中期目標・中期計画の下で、受験生に対し本学の特徴に関する的確な情報提供を行い

学生確保に努めていく。大学院に関しては、近年、入学者が増加傾向にあり、院生への研究

支援を含め、こうしたトレンドを継続するための努力を継続していく。 

 

３）大学入学共通テストの状況調査と対応方針の策定（D-(1)-3)） 

本中期目標は、2023年度以降入学制度の再構築（D-(1)-2)）において対応する。 

 

４）アドミッション・ポリシーに適合した学生の募集に向けた広報強化（D-(1)-4)） 

本学の理念と魅力を理解する受験者を増やすため、本学の３つのポリシーを意識した広報活動を進

める。これまでの活動とともに、高校教員との関係強化、本学学生を介した姉妹校、指定校への広報

などとともに、一般入試受験生層への働きかけなどに注力する。さらに、入学者確保のために入試合

格者への対応も強化する。併せて、高校からのニーズが高まっている「高大連携」への本学の具体的

な取り組み方針を策定する。学生募集に際しては、IRの観点からも、受験生データと入学者データを

比較分析するなどして、より効果的な施策の実施に努める。 

本学の理念と魅力を理解する受験者を増やすため、３つのポリシーを意識した広報活動を 

進める。学生募集に際しては、IRの観点からも、受験生データと入学者データを比較分析す

るなどして、より効果的な施策の実施に努める。 

人的、資金的資源を効率的に活用した広報活動を継続してきた。IRを活用することで資源 

投下のポイントを明確化し、さらに効果的、効率的な広報活動を進めていく。 
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E．教育研究を活性化するための環境・支援体制の充実 

 本学の理念に基づく教育研究活動や社会的貢献活動を推進するため、図書館、グローバル共生研

究所、キリスト教文化研究所、心理教育相談所を設置するとともに、学生、教員の研究活動を支援す

る窓口を設けている。また、学生が主体的な学修態度を身に着けるため、下記の施設を利用しやす

い環境を整えるとともに、教育・研究活動への支援と倫理面での指導を行う。 

  

（１）主体的学習と教育研究活動の支援 

１）客観的指標に基づく利用者主体の図書館の実現（E-(1)-1)） 

デジタル資料の利用統計、来館者統計等の利用状況データを活用し、バランスのよい学術資料の収

集を検討する。また学内の研究成果物を社会に効率的に発信するため、学術情報流通に関する社

会の動向について情報収集を行い、対策を検討する。さらに図書館運営における学生との協働体制

を推進する。 

新しい図書館のあり方を検討しその実現を進めると同時に、ともすればネットに依存しが 

ちな学生に学修・研究に資する正しい情報収集のあり方を伝える仕組みを整えてきた。諸課

題は残されているものの、本中期計画は達成されたものと考えられる。 

 

２）グローバル共生研究所の機能を充実・強化するための全学的体制の整備（E-(1)-2)） 

グローバル共生研究所は、本学の教育理念に基づくグローバル共生教育と社会貢献活動の拠点で

あることを再確認し、同組織に関するワーキンググループを再起動し、継続的かつ全学的な体制で運

営できる仕組みを整える。「宮代サステナブルキャンパス・プロジェクト」については、「75周年記念事

業」を契機とし、学生、教職員が一体となって活動できるよう教学プログラムや他部署の取り組みと連

携し、継続的に実施できるよう、グローバル共生研究所としても関与していく。グローバル共生研究所

の運営に資する継続的な外部資金の獲得のため、多様な機会を探る。学生のソーシャルアクション

（ボランティア活動・社会貢献活動）については、制度発足後の利用実績を把握しつつ進めていく。 

グローバル共生研究所の将来構想に関するワーキンググループを設置・開催し、グローバ 

ル共生研究所の持続可能な運営体制のあり方なども含めて検討し、一定の方針を示すことと

する。ワーキンググループの結果も参考に、グローバル共生研究所の中長期的な運営体制を

整える。 

 グローバル共生研究所の本学における役割を再確認し、社会貢献活動を軸に、学生、教職 

員、ステークホルダーの連携を進めることの重要性を再確認した。今後、次期中期目標・中 

期計画に基づき、グローバル共生研究所が重視する理念、価値観を再確認しつつ、資源を有 

効に活用した教育研究活動を充実させていく。 

 

３）キリスト教文化研究所の整備・強化（E-(1)-3)） 

本学の教育理念や歴史に関する調査・研究を推進するとともに、学外の関連機関とも連携して、本学

にもゆかりの深い岩下壮一・岩下亀代子に関連する資料の調査・保存等の体制の構築に着手する。

創立 75周年記念事業として「おみどうプロジェクト」を推進し、本学聖堂の価値を再確認し、学内外に

発信する。教養ゼミナールや公開講演会を通じて、地域社会ならびに一般社会におけるキリスト教文

化に対する関心や理解の増進をはかる。 
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現在のプロジェクトを進めると同時に、2025年度以降の次期中期目標・中期計画における 

キリスト教文化研究所のあり方についても検討を行う。 

 諸プロジェクトを軸に本学の基本理念であるキリスト教文化に関連する研究を継続すると 

ともに、講習会や講演会等でその成果を社会に還元してきた。今後、本学の他の社会貢献、 

社会連携活動の中での位置づけを明確化するとともに、学内各部署とも連携を取りつつ、効 

果的、効率的な研究、情報発信のための基盤を整えていく。 

 

４）心理教育相談所の整備・強化（E-(1)-4）） 

新型コロナウィルス感染症対策を続けながら、教育や地域貢献のためにも、相談を継続していく。臨

床心理士・公認心理師を目指す学部学生・大学院学生の教育をさらに充実させる。 

心理教育相談所では事業計画に基づき、安定期な運用が行われている。本中期目標は達成 

されたものと考えられる。 

 

５）教育研究の質的向上に向けた支援体制の強化（E-(1)-5）） 

科研費への申請を促し、新規応募件数の昨年比増を目指す。教員教育研究業績システムについて、

更新率を高めていく。  

科研費への申請を促し、新規応募件数の昨年比増を目指す。また、TAに関する研修を開催 

し、大学院生が TA制度によって、成長する機会とする。 

TAに関する研修会を開始した。また、その他、科研費申請への支援等は通常業務の中で運 

営されている。今度のより効果的、積極的な研究支援のあり方は、次期中期目標・中期計画

において検討していく必要があるが、今期の中期目標・中期計画は達成されたものと考えら

れる 。  

  

６）研究費および研究活動における不正行為等を防止するための倫理教育等の充実（E-(1)-6)） 

研究倫理教育の充実を図るとともに、研究費の管理、監査体制について整備を進め、倫理的に適切

な研究活動を推進する。特に、学生、大学院生については、レポートや論文へのインターネット情報

の利用についてルールを明確化し、指導を行う。 

研究倫理教育研修会の隔年開講、人を対象とする研究倫理への審査・指導体制が学部学生 

への適応も含め整備され、今後は研究倫理委員会を中心に課題に対応できる状態が整った。

本中期目標は達成されたと考えられる。 

 

F．学生の成長を見守り、支援する体制の充実 

  

 生活スタイルや就職状況等、学生を取り巻く社会的環境は大きく変化している。また、学生の個性

や背景に基づくニーズも多様化し、大学が行うべき学生支援の内容は個別化、多様化している。そう

した状況を踏まえながら、大学が利用できる資源を見極めつつ、学生の学習面、生活面、精神面、キ

ャリア形成などにおいて適切な相談、支援の体制を整える。 
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（１）学生支援体制の強化 

１）学生のサポート体制の見直しと改善（F-(1)-1)） 

社会的状況、および学生層の変化と多様化に対応するため、学生に関する諸情報を分析・把握しつ

つ、学修、キャリア、課外活動、奨学金、健康等を含む学生の QOL を向上させるための支援体制の

総合的な評価と整備を進める。 

改正障害者差別解消法の施行により、私立学校も合理的配慮が義務化されることを受け、 

就学に困難を抱える学生に対応するため、学生部を中心に学内の支援体制強化について整備

を進める。 

 学内の関連部署の緊密な連携によって、学生の個性、ニーズに対応した支援体制を強化し 

てきた。今後も最新の専門的な知識や知見を取り入れつつ、学修に対する不安感や負担感を 

低減するための施策を導入していく。 

 

２）社会環境の変化に対応したキャリア支援体制の確立（F-(1)-2)） 

卒業後も主体的な進路選択ができるよう、1年次からのキャリア形成支援プログラムを計画・実施す

る。社会的要因により雇用情勢に変化が生じる中、正課と正課外の支援の相互連携により対応策を

検討・実施し、多様な学生に合わせたキャリア形成支援のアプローチを増強する。 

就職活動の早期化への対応を含めたキャリア支援体制に関して、キャリアサポート課、学 

生委員会で対応を進める。その際、就職活動の早期化が教学面（各種ポリシーの達成）に影

響が生じていないかについて確認するための指標を点検する。 

就学初期からの多様なキャリア支援やサポート等を通じて学生の進路指導を進め、卒業後 

の進路に関して、多くの学生が満足感を示すとともに、民間団体が公表する就職力の大学間

ランキング等でも高い地位を確保してきた。今後も学生たちの未来づくりをサポートするた

め、教学プログラムとも連携し取り組みを強化していく。 

 

３）初年次生への支援の充実（F-(1)-3)） 

ジェネラルレクチャーが、建学の精神を浸透させる重要な機会と位置付け、ミッション推進会議等関係

部署と連携し、教育理念の具現化に向けた内容を目指すとともに、初年次教育の一環として、講義の

質の維持・向上を図る。1年次センターの運営を通常に戻していく中で、1年次生の多様なニーズへ

の相談窓口として有効に機能できるよう整備し、他部署との連携や人員確保を含めた体制の充実を

図る。 

1年次センターからの情報を基に、1年次センターは教務委員会及び教務課と連携し、基礎 

課程演習およびアカデミック・アドバイザー制度のあり方について見直しを行う。 

 入学後に専門を決める本学の伝統的な Late Specialization制度の中で、そのスタートを 

切る 1年時の教育は極めて重要であるが、1年次センターを中心にアカデミック・アドバイザ 

ーの教員によるきめの細かいサポートが行われてきた。今後、学生のニーズの一層の多様化 

に寄り添うため、現状を分析しつつ、1年次教育・サポートのあり方を充実・改善していく必 

要がある。 
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（２）学生寮の機能強化 

１）学生寮のあり方の明確化と役割の強化（F-(2)-1)） 

国際寮、教育寮としての機能を果たすため、留学生の受け入れを進める。これまでの経験を生かして

学生やスタッフの健康と安全を重視した運営を行う。新型コロナウイルス感染症拡大により、中断さ

れていた学寮行事や広尾商店街との協力事業企画等を進める。また、入寮へのニーズの変化に留

意しつつ、中長期的な視点で運営のあり方についても検討を始める。 

中途退寮の問題も含め、教育寮としての「学生寮」のあり方について論点を整理し、見 

直しを進めるための体制を整える。学寮生の個々の問題に関しては、関係部署と連携しなが 

ら指導を進める。 

 学生寮は適切に運営されているが、退寮の増加など、近年のライフスタイルやニーズの多 

様化に必ずしも対応できていない面も見えてきている。これまで寮のあり方に関する WG等を 

通じて、様々な施策が継続的に検討・実施されているが、今後も、学生が大学生活をより豊 

かにできるような付加価値を「寮」が提供するための対応を進める。 

 

G．大学運営のための人的・物的・資金的基盤の整備 

「現代教養学部」への学部名変更、グランドデザインに基づく教育研究機能の改革・強化を進めて

いくために、今後、一定の資源が必要になる。大学が利用可能な資源の現状把握とともに、それらを

効率的に利用するための合理的な配分計画を進める。 

 

（１）財務に関する事項：財務的資源の確保 

１）経常的な収入状況の把握と運用（G-(1)-1)） 

2025年度までの資金手当てについては見通しがついているが、構造的な支出超過状態が継続

している。18歳人口減少の影響や大学の社会的役割の変化に配慮しつつ、教育・研究活動や組

織のあり方を見直しながら、安定的な財務体質を確立するための収入増加、諸経費抑制・削減に

向けた中長期的な計画の策定を行い全学的な理解を得る。 

構造的な支出超過状態が継続している。18歳人口減少の影響や大学の社会的役割の変化 

に配慮しつつ、教育・研究活動や組織のあり方を見直しながら、学内で課題を共有し、経

営会議を中心に対策を検討・実行する。 

財政状態に関して詳細な分析を行い、今後の安定的な大学運営のための行動計画を策定 

した。これを次期中期目標・中期計画に位置づけ、確実に実行していく。 

 

２）寄付金、競争的教育・研究資金、受託研究等の外部資金の自己収入の増加（G-(1)-2)） 

寄付金については、協力会等の支援を受け、効果的な方策の検討を進める。私立大学等経常

費補助金制度等については、補助金要件等に関する学内への周知・対応を強化し、補助金の増

収が見込める体制を進める。 

寄付金及び私立大学等経常費補助金以外に収入増につながる手段について経営会議の 

  下で各部署が検討を進める。 

  全学的に外部資金導入に関する意識付けを行い、対応を進めている。 
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（２）教職員に関する事項：人的基盤の充実化 

１）教育理念等に基づく教職員採用の手続きの明確化（G-(2)-1)） 

本中期計画はほぼ達成され、今後、経常的活動として実施していく。 

 

２）教育理念に基づく学部・大学院の教学組織の整備（G-(2)-2)） 

本中期計画はほぼ達成され、今後、経常的活動として実施していく。今後は大学院の充

実化構想（B-(1)-3)の進展に応じて対応する。 

 

３）学部、学科、大学院の教育効果を向上させるための教員配置の適切化（G-(2)-3)） 

新カリキュラムの運用状況を確認し、大学全体の見地から、教員の配置や所属のあり方につい

て必要に応じて見直しを行う。 

大学院の教員採用に関して、大学院将来構想・評価委員会で採用手続きの点検・見直し 

を行い、大学院委員会が独立した審査体制を整える。 

大学院における教員採用に関しては、大学評価での指摘等も踏まえ、大学院委員会にお 

ける手続きの明確化を行い実施している。大学院のさらなる充実は、新たな中期目標・中

期計画として掲げられる予定であり、教員人事のあり方も今後の教育改善の中で引き続き

検討していく必要はあるが、今期の計画は達成されたと考えられる。 

 

４）全学 SD研修等を活用した教職員の人材育成と管理職養成の強化（G-(2)-4)） 

年間計画に基づいた SD研修会の実施を目指す。 

必要に応じて各部署が SD研修会を開催し、スタッフのスキルアップを促す仕組みが整 

い、教職員の参加状況も良好である。本中期目標は達成された。 

 

５）新しい教育支援システムや学習形態等に対応するための FDの活性化（G-(2)-5)） 

年間計画に基づいた FD研修会の実施を目指す。併せて、開催時間の確保に努める。 

年間計画に基づき、FD研修会を実施する体制が整った。また、各部署内でも研究会が行 

われており、その実績は大学として把握できている。本中期目標は達成された。 

 

６）効率的かつ効果的な業務処理・遂行のための事務組織や事務体制の見直し（G-(2)-6)） 

「事務職員に関わる人事基本方針」の見直しを進める。  

「事務職員に関わる人事基本方針」の改正を行う。 

事務職員の勤務評価方法について一部の見直しは進めたが、「事務職員に関わる人事基

本方針」の改正には至っていない。被評価者への適切な対応方法なども含めて、継続的に

検討していく。 

 

７）現行学内諸規程の総点検による規程改正および新規規程の整備（G-(2)-7)） 

方針、手順等が整い、作業が円滑化したため、重点事業計画は設置しない。 
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８）同窓会（宮代会、JASH等）や姉妹校との連携強化による本学の教育活動の実効性の向上（G-

(2)-8)） 

同窓会（宮代会、JASH等）との連携に関する担当部署を明確化し、相互の考え方、利益を共有し

つつ、具体的な事業の実施を通してコミュニケーションがとれる体制を構築し、協力関係を強化す

る。また、姉妹校とも連携の会などを通して、双方のニーズを共有しつつ、具体的な連携関係を構

築していく。 

同窓会や卒業生との協力を企画・推進する担当部署を明確化し、仕組みを整える。 

同窓会とは大学運営の多様な部分で相談・連携を行ってきた。今後、新たなニーズの掘 

り起こしなども行いながら、総合の情報交換と適切な連携関係を構築していく。 

 

（３）施設・設備に関する事項：施設の整備 

１）キャンパス整備計画の見直し（G-(3)-1)） 

コロナ禍後の新たな教育研究環境のあり方の方向性を見極めながら、第２フェイズ以降の基本

計画の見直しを進める。 

財務状況の改善を進めながら、並行して新たな大学のあり方に相応しいキャンパスの整 

備計画を策定する。 

上記の経常的な収入状況の把握と運用（G-(1)-1)）と平仄を合わせ、今後の財務運用計 

画とともに進めていく。また、その際、ICT等の技術を活用した大学の教育環境のあり方の

変化に関しても考慮していく必要がある。 

 

２）学内における施設整備の運用体制の点検と強化（G-(3)-2)） 

施設設備の運用体制は、構内設備の安全性の維持・強化の観点から見直しを検討する。自衛

消防訓練は少しずつ規模を拡大して、より多くの教職員が参加する運営方法を研究していく。 

管理部総務課において施設設備の運用に関して点検や修繕は適切に行われている。この 

中期目標は達成された。 

 

３）学内情報基盤の整備と学外への情報発信の強化（G-(3)-3)） 

教学システムについて、学内のニーズを集約し、必要な機能の検討を行う。学生の PCについて

は、個人的な所持・利用を促す環境を整え、大学が用意する PC、およびソフトウエアの一元管理

を進め、購入、維持、管理のコストを低減する。 

本学の情報化の方針を検討する体制を整備し、本学の情報化の方針を明確にする。併せ 

て、各学科・専攻および事務部署が共有できる体制を整える。 

情報企画推進課を中心にネットワーク環境更改プロジェクトを実施し、老朽機器の入 

替、セキュアな無線システムの構築、共用 PCの削減に向けた対応などを実施した。課題 

は多く残されているものの、情報基盤整備を進めるための運営体制は整ったと考えられ 

る。 

 

 

（４）危機・安全管理体制の整備 
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１）大学としての危機・安全管理体制の整備（G-(4)-1)） 

本学のリスク、課題を積極的に発見し、対処できる常設的な体制を整える。事業継続計画

（BCP）、危機・安全管理マニュアル等の整備を進め、緊急時に関係教職員が集える仮想会議室

を常設するとともに、オンライン環境を活用した迅速な確認・指示ができる連絡体制を整え、大学

運営に関する新たな体制（大学運営対策本部会議）を構築し、新型コロナウィルス感染症への対

応を含めて円滑に大学運営を展開できる方途を進める。 

法人本部とも連携して、本学のリスク、課題を積極的に発見し、対処できる常設的な体 

制を整える。事業継続計画（BCP）、危機・安全管理マニュアル等の整備を進める。 

情報セキュリティの管理、ハラスメント防止体制の強化、自然災害等への対応等、リス 

ク管理への対応を進めている。また、理事会を通して本部との協調体制も進められてい

る。今後、様々なリスクを想定したチェックは必要であるが、本中期目標・中期計画は達

成されたと考えられる。 

 

 

 

H．その他 

 

（１）その他 

１）創立 75周年事業への対応（H-(1)-1)） 

創立 75周年記念事業を教職員や学生等の協働により進める。 

創立 75周年記念事業を契機として開始されたプロジェクトを推進していくための仕組みを 

整え、創立 100周年を目指して新たな歴史を刻むための資源として活用していく。 

創立 75周年記念事業を契機に発足した諸プロジェクトは、本年度も継続されていることか 

ら、本中期目標・中期計画は達成されたものと考えられる。 

 

２）大学のブランディング向上（H-(1)-2)） 

方針、手順等が整い作業が円滑化したため、重点事業計画は設置しない。 

 

３）新型コロナウイルス感染症への対応（H-(1)-3)） 

本中期計画はほぼ達成され、今後、経常的活動として実施していく。今後は大学としての

危機・安全管理体制の整備（G-(4)-1)）の進展に応じて対応する。 

 

 

 



学校名:聖心女子大学

１．財務上の特記事項

(1) 創立75周年記念事業を継続。教職員・学生等の協働により、桜並木の再生、学生の憩いの場の充実に6百万円を支出。

(2) 施設・設備等への投資は、学内ネットワークの更新に125百万円、職員用パソコンのリプレイスに26百万円を支出。

(3) 改革総合支援事業が採択され、経常費補助金が28百万円増額となったほか、ベネッセなどとの共同研究費の獲得も増加。

また、「財政構造改革」による諸経費の見直しを開始し、入試手当の廃止（▲8百万円）、留学生授業料免除の厳正化（▲7百万円）、

ボイラー業務委託料削減（▲3百万円）などを実施。2025年度以降も、更なる経費削減策を進める。

２．事業活動収支（括弧内は前年比）

(1) 教育活動収入 教育活動収入3,634百万円。学生数減少に伴う学納金収入減少を主因に前年比▲66百万円。

内訳は以下の通り。

① 学生生徒等納付金 学納金2,792百万円（▲83百万円）。学部入学者（524名）の減少（▲75名）により前年比減収。

学部学生数2,330名（▲45名）、授業料▲1,645百万円（▲36百万円）、施設費700百万円（▲14百万円）、

入学金524名分の155百万円（▲26百万円）。

② 手数料 入学検定料40百万円（＋4百万円）。2025年度学部志願者は1,348人（＋342名）となったが、新たに

大学入学共通テストを採用したことが要因。同テスト利用による志願者は317名。

③ 寄付金 寄付金64百万円（▲45百万円）。昨年度は大口の遺贈（39百万円）あり、前年度比大幅な減少。

施設・設備以外で用途指定のある特別寄付金39百万円、用途指定のない一般寄付金25百万円。

④ 経常費等補助金 経常費補助金314百万円（＋28百万円）。改革総合支援事業採択によって補助金が大幅に増加。

⑤ 付随事業収入 付随事業収入299百万円（▲45百万円）。このうち補助活動収入286百万円の大半である学寮関連収入が

前年比▲14百万円。また、受託事業収入も▲21百万円。

⑥ 雑収入 退職金財団からの交付金96百万円（＋65百万円）、施設設備利用収入5百万円（＋3百万円）が主なもの。

(2) 教育活動支出 教育活動支出3,857百万円、人件費を主因に前年比＋36百万円。

内訳は以下の通り。

① 人件費支出 人件費2,173百万円（＋43百万円）。

内訳は、教員人件費1,265百万円（＋21百万円）、職員人件費782百万円（▲50百万円）、

退職金96百万円（＋65百万円）および退職給与引当金繰入額30百万円（▲7百万円）。

② 教育研究経費 教育研究経費1,357百万円（▲1百万円）。

内訳は、減価償却費479百万円（＋3百万円）、支払報酬手数料334百万円（▲15百万円）、光熱水費

119百万円（＋8百万円）、奨学費115百万円（▲9百万円）、衛生費74百万円（＋1百万円）など。

物価高騰等により前年比増加となった科目もあるも、財政構造改革における経費削減を進め、全体では前年比微減。

③ 管理経費 管理経費326百万円（▲8百万円）。

内訳は、支払報酬手数料99百万円（▲3百万円）、減価償却費52百万円（＋2百万円）、広報費47百万円

（＋1百万円）、修繕費37百万円（＋3百万円）、雑費26百万円（▲4百万円）など。

教育研究経費同様 経費削減を進め、全体では前年比▲8百万円。

(3) 教育活動収支差額 上記の結果、収支差額（（１）-（２））は▲224百万円（▲102百万円）と、引き続き赤字。

(4) 教育活動外収入 教育活動外収入は18百万円（＋3百万円）。

① 受取利息・配当金 資産運用に伴う公社債等の利息・配当金や預金利息収入額18百万円（＋3百万円）

うち奨学基金等の第３号基本金引当特定資産の運用による収入2百万円。

(5) 教育活動外支出 教育活動外支出は4百万円（▲2百万円）。

① 借入金等利息 4号館の取得及び学寮の建設資金として私学事業団より借入した金額に対する利息4百万円（▲2百万円）。

(6) 教育活動外収支差額 上記（４）と（５）の収支差額14百万円（＋4百万円）。

(7) 経常収支差額 上記（３）教育活動収支差額▲224百万円と（６）教育活動外収支差額14百万円の合計額である

経常収支差額▲209百万円（▲98百万円）となり、9期連続赤字。更に、前年比赤字幅も拡大。

(8) 特別収入 特別収入は27百万円（▲4百万円）。

① その他の特別収入 施設・設備の拡充のための寄付金23百万円等、特別収入は27百万円（▲4百万円）

(9) 特別支出 特別支出は106百万円（▲2百万円）。

① その他の特別支出 内部資金支出（本部負担金）106百万円（▲2百万円）。

(10) 特別収支差額 上記（８）特別収入と（９）特別支出の差額である特別収支差額は▲78百万円（▲2百万円）。

(11) 基本金組入前 上記（７）の経常収支差額と（１０）特別収支差額の合計が基本金組入前当年度収支差額▲288百万円

当年度収支差額 （▲100百万円）の支出超過

(12) 基本金組入合計額 基本金組入額は第1号基本金のみ478百万円。

なお第1号基本金組入れ対象の資産のうち、取得時に借入金やリースで賄った693百万円が未組入。

2024年度　決算補足説明



(13) 当年度収支差額 上記の結果、基本金組入後当年度収支差額▲767百万円（▲67百万円）。

(14) 翌年度繰越収支差額 前年度からの繰越収支差額▲9,675百万円に（１３）当年度収支差額▲765百万円を加えた

翌年度繰越収支差額▲10,440百万円。

3．資金収支（括弧内は前年比）

(1) 収入の部

① 前受金収入 翌年度入学の学生・生徒に係わる学納金等の収入747百万円（＋78百万円）。

増加要因は学部入学者数の増加（524人→583人）。

② その他の収入 減価償却引当特定資産取崩収入300百万円（＋300百万円）、前期末未収入金収入61百万円（＋12百万円）、

預り金受入収入47百万円（＋9百万円）、退職給与引当特定資産取崩収入38百万円（31百万円）など。

③ 資金収入調整勘定 当年度の活動に対応する収入にも拘わらず、実際の資金の受け払いが前年度以前や翌年度以降に発生するもので、

期末未収入金▲98百万円、前期末前受金▲669百万円の計▲767百万円（＋96百万円）。

④ 前年度繰越支払資金 前年度から繰越された現預金額418百万円（▲342百万円）。

(2) 支出の部

① 借入金等利息支出 私学事業団からの借入金（残債務700百万円）に対する利率0.40～0.41％の利息分4百万円（▲2百万円）。

② 借入金等返済支出 私学事業団からの借入金（残債務700百万円）に対する年間400百万円の返済分。

③ 施設関係支出 1号館・3号館空調設備更新工事による建物支出23百万円。

④ 設備関係支出 教育研究用機器備品支出155百万円（＋115百万円）、管理用機器備品支出27百万円（＋15百万円）、

図書支出21百万円（▲4万円）。全体では202百万円（＋126百万円）。

⑤ 資産運用支出 退職給与引当特定資産繰入支出23百万円（＋9百万円）。

⑥ その他の支出 前期末未払金支払支出51百万円（＋5百万円）、⾧期未払金支払支出49百万円（＋21百万円）、

預り金支払支出38百万円（▲12百万円）など合計140百万円（＋13百万円）。

⑦ 資金支出調整勘定 期末未払金等、翌年度に支払われるもので、合計▲219百万円を計上。

⑧ 翌年度繰越支払資金 次年度に繰越される現金・預金は 513百万円（＋94百万円）。

４．貸借対照表（括弧内は前年比）

(1) 資産の部

① 有形固定資産 合計13,192百万円（▲295百万円（減価償却531百万円））。以下の通り、各科目において資産計上。

「建物」は、1号館・３号館の空調設備更新工事費等で計23百万円を資産計上。

「教育研究用機器備品」は、ネットワーク機器（128百万円）、心理学科ＰＣ53台（8百万円）、印刷室印刷機

（7百万円）等 計155百万円を計上。

「管理用機器備品」は、職員用ＰＣ170台（26百万円）等 計27百万円を計上。

② 特定資産 前期比不変。

③ その他の固定資産 「ソフトウェア」16百万円はリース資産を含む。

「⾧期貸付金」21百万円は、返済3百万円、徴収不能引当金繰入1百万円により前年比▲5百万円。

④ 流動資産 「未収入金」98万円は、退職財団からの交付金（93百万円）、私立大学研究設備整備費等補助金（2百万円）。

(2) 負債の部

① 固定負債 「⾧期借入金」（300百万円）は私学事業団からの借入。

平成30年に学寮建設目的で借入したもの（残300百万円・残債期間4年）。

「⾧期未払金」169百万円（＋103百万円）はリース取引に伴う期間１年超の支払額。

「退職給与引当金」1,019百万円（▲7百万円）は、期末要支給額に対し退職財団等からの交付金を除いた額に

対し100％の金額を引当て。。

② 流動負債 「短期借入金」（400百万円）は私学事業団からの借入。平成28年度に4号館取得の目的で借入したもの

（300百万円・残債期間1年）と、上述学寮建設目的での借入金の翌年度返済分（100百万円）。

「未払金」64百万円（＋13百万円）のうち、リース取引に伴う支払いは49百万円（＋20百万円）。

翌年度入学生の学納金等である「前受金」747百万円（＋78百万円）は増加。前年度に比べ学部入学者数が

増加（＋59名）したことが要因。

「預り金」47百万円は、科研費繰越16百万円、協力会繰越7百万円、所得税・住民税等14百万円等。

(3) 純資産の部 純資産は「資産の部合計額」14,150百万円から「負債の部合計額」2,745百万円を差し引いた13,394百万円

（▲288百万円）。

以下の「基本金」（23,834百万円）と「繰越収支差額」（▲10,440百万円）の合計額と一致。

① 基本金 「第1号基本金」は、過年度未取組高の組入（土地300百万円、建物100百万円等）の他、建物23百万円、

教育研究用機器備品24百万円、図書20百万円等、合計478百万円を組入れ（前期比▲33百万円）。

② 繰越収支差額 「翌年度繰越収支差額」は▲10,440百万円。

財務の健全性や学院の永続性の観点から、収支の均衡ないし安定化を図ることが喫緊の課題と認識し、

具体的施策立案に向け注力していくもの。

以　　上



聖心女子大学の収入支出・資産負債の状況（2024年度）

科    目 決算額 備考

学生生徒等納付金 2,792 入学金、授業料、施設設備費など

手数料 42 入学検定料が主なもの。志願者の減少により減収

寄付金 64 教育環境整備充実のための寄付金など（除く施設設備関係）

補助金 314 私立大学等経常費補助、地方公共団体からの補助金など

付随事業収入 299 寮費収入が主なもの

雑収入等 122 その他の収入

教育活動収入 計 3,634

人件費 2,173 教職員の人件費、退職金など

教育研究経費 1,357 教育研究のために支出する経費

管理経費 326 総務、経理など内部管理に要する経費や学生募集に要する経費

その他 2 その他の経費

教育活動支出 計 3,857

教育活動収支差額 -224

教育活動外収支差額 14 受取・支払利息等

経常収支差額 -209

特別収支差額 -78 施設設備関係寄付金・補助金、内部資金支出等

基本金組入前当年度収支差額 -288

基本金組入額合計 -478

当年度収支差額 -765

前年度繰越収支差額 -9,675

翌年度繰越収支差額 -10,440

事業活動収入 3,679 2014（平成26）年度以前の「帰属収入」に相当

事業活動支出 3,967 2014（平成26）年度以前の「消費支出」に相当

教
育
活
動
収
支

収
入

支
出

収入と支出の状況（2024度事業活動収支計算書）　　                                     　　　         　　　単位：百万円

学生生徒等納付金

76.8%

手数料

1.2%

寄付金

1.8%

補助金

8.6%

付随事業収入

8.2%
雑収入等

3.4%

人件費

56.4%

教育研究経費

35.2%

管理経費

8.4%

【教育活動収入】

教育活動収入の76.8%が、入学金や授業料などの

学生（保証人）から納付された学生生徒等納付金。

次いで、国や地方公共団体からの補助金（8.6%）、

寮費収入が主となる付随事業収入（8.2%）があり、

これらで教育活動収入の大半を占める。

【教育活動支出】

教育活動支出の56.4%は教員人件費、職員人件費、

退職金などの人件費。

次いで教育研究活動のための経費である教育研究

経費が35.2、管理経費が8.4%となっている。



決算額 備　　考

13,537 

13,192 土地、建物、備品、図書

307 第2号・第3号基本金引当資産

38 ソフトウェア、有価証券等

613 現預金、未収入金等

1,988 
建物、備品等の減価償却や退職金に充てるため
学校法人本部で運用する特定預金

16,138 

1,487 長期借入金、退職給与引当金、長期未払金等

1,258 短期借入金、次年度入学生の授業料等前受金

2,745 

23,834 
大学が教育研究活動のために必要な資産を継続的に保持するために、
毎年組み入れられた金額

-10,440 翌年度繰越収支差額（過年度の累計）

13,394 

【資産負債等】

純資産の部は基本金と繰越収支差額から構成され、純資産の部と負債の部の合計が、内部部門勘定を含めた資産の部の

合計とバランスする。現状、純資産の繰越収支差額がマイナスとなっているため、この解消を図っていく必要がある。

※内部部門勘定は学校法人本部に委託して運用している資金で、実質的に大学の資産。

【資産・負債及び純資産の状況】（2025年3月末）

 資産と負債の状況（2024年度貸借対照表)　　　　　  　  　　　  　単位：百万円

科　    目

資産の部　合計

固　定　負　債

流　動　負　債

純資産の部　合計

基本金

繰越収支差額

　有形固定資産

　特定資産

　その他固定資産

負債の部　合計

固定資産

流　動　資　産

内部部門勘定

資産の部 16,138

流動資産　613

内部部門勘定　1,988

（ 百万円 ）

固定資産　13,537

固定負債　1,487

流動負債　1,258

純資産　13,394

内訳
基本金 　　　　23,834

繰越収支差額 △10,440



1) 資金収支計算書
　　資金収支計算書とは：
　　　資金収支計算書についてはその目的が学校法人会計基準に次のように定められている。
　　　「学校法人は、毎会計年度、当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入及び支出の内容並びに当該会計年度における
　　　支払資金の収入及び支出のてん末を明らかにするため、資金収支計算をおこなうものとする。」
　　　上記内容のとおり、当該会計年度内の諸活動に関するあらゆる収入、支出の内容を表したものである。

（単位千円）

収入の部

科　　　目 予算額 決算額 差異 勘定科目内訳説明など

学生生徒納付金収入 2,783,000 2,792,328 △ 9,328 入学金、授業料など

手数料収入 38,000 42,053 △ 4,053 入学検定料、一般手数料収入など

寄付金収入 75,000 86,694 △ 11,694 施設設備寄付金など

補助金収入 265,200 315,549 △ 50,349 国庫補助金など

付随事業・収益事業収入 283,400 299,265 △ 15,865 主に学生寮の寮費収入

受取利息・配当金収入 18,057 18,484 △ 428 公社債・株式配当金、預金利息収入

雑収入 85,743 122,193 △ 36,450 私立大学退職金財団からの交付金収入など

前受金収入 678,000 747,270 △ 69,270 2025年度新入生の入学金、授業料など

その他の収入 547,194 449,105 98,089 減価償却引当特定資産取崩収入3億円など

資金収入調整勘定 △ 743,673 △ 766,957 23,284 前期末の前受金などを調整する勘定

前年度繰越支払資金 418,490 418,490 0

収入の部合計 4,448,411 4,524,475 △ 76,065

支出の部

科　　　目 予算額 決算額 差異 勘定科目内訳説明など

人件費支出 2,225,005 2,179,935 45,070 専任教職員、非常勤教職員の人件費など

教育研究経費支出 856,700 877,808 △ 21,108 教育研究活動に係る経費

管理経費支出 275,500 273,410 2,090 教育研究経費以外の経費支出

借入金等利息支出 4,245 4,245 0 借入金の支払利息

借入金等返済支出 400,000 400,000 0 4号館取得及び学寮新築に伴う借入金の返済

施設関係支出 40,000 23,375 16,625 建物、構築物などへの支出

設備関係支出 227,500 202,436 25,064 機器備品、図書購入などへの支出

資産運用支出 22,300 23,359 △ 1,059 減価償却引当特定預金、退職給与引当特定預金への繰入れ支出

その他の支出 224,191 245,721 △ 21,530 貸与奨学金、前期末未払金の支払、本部費負担金など

資金支出調整勘定 △ 163,779 △ 218,766 54,987 期末の未払金などを調整する勘定

翌年度繰越支払資金支出 301,749 512,952 △ 211,203

支出の部合計 4,448,411 4,524,475 △ 76,065

2024年度決算概括表（資金収支計算書）



2) 活動区分資金収支計算書
　　活動区分資金収支計算書とは：
　　　活動区分資金収支計算書は平成27年度より従来の資金収支計算書に追加して制定された計算書で、その記載方法等は
　　　学校法人会計基準に次のように定められている。
　　　「活動区分資金収支計算書には、資金収支計算書に記載される資金収入及び資金支出の決算の額を次に掲げる活動
　　　（①教育活動②施設若しくは設備の取得又は売却その他これらに類する活動③資金調達その他前２号に掲げる活動以外の活動）
　　　ごとに区分して記載するものとする。」
　　　上記内容のとおり、資金収支計算書の資金の動きを３つの活動に分類し、活動区分ごとの資金の流れを明らかにするものである。
　　　このことにより、どの活動から資金を獲得し、どの活動に資金を使用しているかという学校の「資金体質」がわかる。

（単位千円）

科　　　目 金額 摘要

学生生徒納付金収入 2,792,328

手数料収入 42,053

寄付金収入 63,754 施設設備に係るものは「施設整備等活動収入」に分別

経常費補助金収入 313,973 施設設備に係るものは「施設整備等活動収入」に分別

（国庫補助金収入） (313,796)

（地方公共団体補助金収入） (177)

付随事業収入 299,265

雑収入 122,193

教育活動資金収入計 3,633,567

人件費支出 2,179,935

教育研究経費支出 877,808

管理経費支出 273,410

教育活動資金支出計 3,331,153

差引 302,413

調整勘定等 35,463

教育活動資金収支差額 337,876

科　　　目 金額 摘要

施設設備寄付金収入 22,940 施設設備に係る寄付金

施設設備補助金収入 1,576 施設設備に係る補助金

減価償却引当特定資産取崩収入 300,000

施設整備等活動資金収入計 324,516

施設関係支出 23,375

設備関係支出 202,436

施設整備等活動資金支出計 225,811

差引 98,705

調整勘定等 122,966

施設整備等活動資金収支差額 221,671

小計（教育活動資金収支差額+施設整備等活動資金収支差額） 559,547

科　　　目 金額 摘要

退職給与引当特定資産取崩収入 37,704

長期貸付金回収収入 3,424

その他収入 46,842 預り金受入、仮払金回収

小計 87,970

受取利息・配当金収入 18,484 公社債配当金、預金利息収入

その他の活動資金収入計 106,454

借入金等返済支出 400,000 4号館取得及び学寮新築に伴う借入金の返済

借入金等利息支出 4,245

その他支出 167,295 退職給与引当特定資産繰入、預り金支払、立替金支払他

その他の活動資金支出計 571,540

差引 △ 465,085

その他の活動資金収支差額 △ 465,085

支払資金の増減額（小計+その他の活動資金収支差額） 94,462

前年度繰越支払資金 418,490

翌年度繰越支払資金 512,952

2024年度決算概括表（活動区分資金収支計算書）

教
育
活
動
資
金
収
支

施
設
整
備
等
活
動
資
金
収
支

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

支
出

支
出

収
入

支
出

収
入

収
入



3) 事業活動収支計算書
　　事業活動収支計算書とは：
　　　事業活動収支計算は平成27年度に従来の消費収支計算書から変更して制定された計算書で、その目的が学校法人会計基準に
　　　次のように定められている。
　　　「学校法人は、毎会計年度、当該会計年度の活動に対応する事業活動収入及び事業活動支出の内容及び基本金組入後の収支の
　　　均衡の状態を明らかにするため事業活動収支計算をおこなうものとする。」
　　　上記内容のとおり、当該会計年度内の収支バランスを明らかにするもので、この収支バランスが永続的な学校法人の運営の重要な
　　　条件となる。また、近年の臨時・事業外の収支の増加を踏まえて、経常的及び臨時的収支に区分して、それぞれの収支状況を把握
　　　できるようにしている。

（単位千円）

科　　　目 予算額 決算額 差異 摘要

学生生徒納付金 2,783,000 2,792,328 △ 9,328

手数料 38,000 42,053 △ 4,053

寄付金 50,000 63,754 △ 13,754 施設設備に係るものは「特別収入」

経常費補助金 265,200 313,973 △ 48,773 施設設備に係るものは「特別収入」

付随事業収入 283,400 299,265 △ 15,865

雑収入等 85,743 122,193 △ 36,450

教育活動収入計 3,505,343 3,633,567 △ 128,224

科　　　目 予算額 決算額 差異 摘要

人件費 2,224,172 2,172,640 51,532 退職給与引当金繰入額が含まれる点が資金収支計算書と異なる

教育研究経費 1,338,700 1,356,968 △ 18,268 減価償却費が含まれる点が資金収支計算書と異なる

管理経費 322,500 325,710 △ 3,210 減価償却費が含まれる点が資金収支計算書と異なる

その他 1,000 1,960 △ 960 徴収不能引当金

教育活動支出計 3,886,372 3,857,278 29,094

教育活動収支差額 △ 381,029 △ 223,711 △ 157,318

科　　　目 予算額 決算額 差異 摘要

受取利息・配当金 18,057 18,484 △ 428 公社債・株式配当金、預金利息収入

教育活動外収入計 18,057 18,484 △ 428

科　　　目 予算額 決算額 差異 摘要

借入金等利息 4,245 4,245 0

教育活動外支出計 4,245 4,245 0

教育活動外収支差額 13,812 14,239 △ 428

経常収支差額 △ 367,217 △ 209,472 △ 157,746

科　　　目 予算額 決算額 差異 摘要

その他の特別収入 26,000 27,366 △ 1,366 施設設備に係る寄付金、補助金

特別収入計 26,000 27,366 △ 1,366

科　　　目 予算額 決算額 差異 摘要

その他の特別支出 103,000 105,591 △ 2,591 本部費負担金

特別支出計 103,000 105,591 △ 2,591

特別収支差額 △ 77,000 △ 78,225 1,225

［予備費］ 35,000 35,000

基本金組入前当年度収支差額 △ 479,217 △ 287,697 △ 191,521

基本金組入額合計 △ 496,000 △ 477,702 △ 18,298 基本金の当年度組入額は支出（マイナス）で表示

当年度収支差額 △ 975,217 △ 765,399 △ 209,818 基本金組入額（支出）勘案後の収入支出の差額

前年度繰越収支差額 △ 9,674,815 △ 9,674,815 0

翌年度繰越収支差額 △ 10,650,032 △ 10,440,214 △ 209,818

2024年度決算概括表（事業活動収支計算書）
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4) 貸借対照表
　　貸借対照表とは：
　　　資産及び負債・純資産の総額を対照表示し、期末時点の財政状態を明らかにするものである。

（単位千円）

資産の部

科　　　目 本年度末 前年度末 増　　減

固定資産 13,537,354 13,845,536 △ 308,182

　有形固定資産 13,192,379 13,487,023 △ 294,644

　　　土地 6,600,708 6,600,708 0

　　　建物 4,959,934 5,298,524 △ 338,590

　　　構築物 210,302 234,823 △ 24,520

　　　教育研究用機器備品 225,383 130,535 94,848

　　　管理用機器備品 30,089 11,608 18,481

　　　図書 1,165,962 1,210,825 △ 44,862

　特定資産 306,966 306,966 0

　　　第３号基本金引当資産 306,966 306,966 0

　その他の固定資産 38,009 51,547 △ 13,538

　　　ソフトウェア 15,941 24,095 △ 8,154

　　　有価証券 658 658 0

　　　長期貸付金 21,010 26,394 △ 5,384

　　　差入保証金 400 400 0

流動資産 612,890 482,430 130,460

　　　現金預金 512,952 418,490 94,462

　　　未収入金 98,027 61,135 36,892

　　　前払金 1,424 2,779 △ 1,355

　　　仮払金 487 26 462

資産の部合計 14,150,244 14,327,966 △ 177,723

負債の部

科　　　目 本年度末 前年度末 増　　減

固定負債 1,487,032 1,791,307 △ 304,274

　　　長期借入金 300,000 700,000 △ 400,000

　　  退職給与引当金 1,018,530 1,025,825 △ 7,296

　　  長期未払金 168,502 65,481 103,021

流動負債 1,257,644 1,157,741 99,903

　　  短期借入金 400,000 400,000 0

　　　未払金 63,558 50,953 12,605

　　　前受金 747,270 668,930 78,340

　　　預り金 46,816 37,858 8,958

負債の部合計 2,744,676 2,949,048 △ 204,372

純資産の部

科　　　目 本年度末 前年度末 増　　減

基本金 23,833,977 23,356,274 477,702

　　　第１号基本金 23,302,011 22,824,308 477,702

　　　第２号基本金 0 0 0

　　　第３号基本金 306,966 306,966 0

　　　第４号基本金 225,000 225,000 0

繰越支出差額 △ 10,440,214 △ 9,674,815 △ 765,399

　　　翌年度繰越収支差額 △ 10,440,214 △ 9,674,815 △ 765,399

純資産の部合計 13,393,763 13,681,460 △ 287,697

内部部門勘定 △ 1,988,196 △ 2,302,541 314,346

　　　本学間勘定・退職給与引当特定預金 △ 988,196 △ 1,002,541 14,346

　　　本学間勘定・減価償却引当特定預金 △ 1,000,000 △ 1,300,000 300,000

負債及び純資産の部合計 14,150,244 14,327,966 △ 177,723

（注）純資産の部合計額は、内部部門勘定処理の都合により前頁の「財産目録」に記載の金額とは一致しておりません。

貸　借　対　照　表
2025年3月31日



5) 財産目録

2025年3月31日現在 （単位：千円）

Ⅰ．資産総額 14,150,244

　　　　　基本財産 13,537,354

　　　　　運用財産 612,890

Ⅱ．負債総額 2,744,676

Ⅲ．正味財産 11,405,567

区　　　分 金　　額

土地　　　　　　　　　　　　　　　68,442㎡ 6,600,708

建物　　　　　　　　　　　　　　　48,449㎡ 4,959,934

構築物 210,302

教育研究用機器備品 225,383

管理用機器備品 30,089

図書 1,165,962

第３号基本金引当資産 306,966

ソフトウェア 15,941

有価証券 658

長期貸付金 21,010

差入保証金 400

基本財産計 13,537,354

現金預金 512,952

未収入金 98,027

前払金 1,424

仮払金 487

運用財産計 612,890

資産の部合計 14,150,244

長期借入金 300,000

退職給与引当金 1,018,530

長期未払金 168,502

固定負債計 1,487,032

短期借入金 400,000

未払金 63,558

前受金 747,270

預り金 46,816

流動負債計 1,257,644

負債の部合計 2,744,676

正味財産（資産ー負債） 11,405,567

財　産　目　録




